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2023 年 4 月 26 日 

三位一体労働市場改革の論点案に関する、コンサルティングの現場からの見解 

コーン・フェリー・ジャパン株式会社 柴田 彰 

 

 

 企業が職務給を導入するにあたり 

o 日本の企業が自社の競争力を高めるにあたり、また労働市場の流動性を高める

にあたって、職務給（ジョブ型雇用）への転換は必須の論点と考える 

o その一方で、上記に資する形で職務給の導入を進めるにあたり、企業側と働く

個人側の双方に、乗り越えるべき課題が存在する 

 企業サイドには、組織の組み立て方が属人性の高いものとなってお

り、個々のジョブを明確に定義するのが極めて困難という課題がある 

 また、仮にジョブを定義したとしても、各企業における独自性が強い

ものとなり、社外人材との代替可能性が低いものとなってしまう 

 これらの課題を解消するためには、企業側が組織設計の標準化を進め

る必要がある 

 個人サイドには、自己のキャリア形成に関する意識と能力が不足して

いるという課題がある 

 特に大企業であればあるほど、社員には「会社から与えられた仕事を

全うしていれば、会社が自分のキャリアについて面倒を見てくれる」

という意識が未だ根強く残っている 

 この意識を転換するには、若年層からのキャリア教育の充実化に加え

て、雇用側が自社でどんなキャリアや経験を積むことができるのかに

ついて、より積極的に社員へ発信していく必要がある 

 

 リ・スキリングの取り組みを推進するにあたり 

o 社内、また社外も含めた労働市場の自由化に向けて、リ・スキリングの取り組

みは職務給の導入と併せて必須の論点と考える 

o しかし、リ・スキリングを推進するにあたっては、その前提となるジョブと、

そこに紐づくスキルを如何に規定するかが当面の課題といえる 
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o 企業レベルでは、リ・スキリングに向けてジョブとスキルの棚卸を進める動き

が見られるが、そもそも上述のジョブが明確になっていない問題に加えて、現

状の組織と仕事の内容を是としている点にも問題がある 

o 本来は、企業内での成長分野に対して労働力を再分配することにリ・スキリン

グの意義があるため、現状を是とするよりも、企業の成長戦略を起点にジョブ

とスキルを定めていくべきと考える 

o これは、企業を超えた国家レベルでも同じことが言え、国の成長戦略と連動す

る形でスキル、またその前提となるジョブを定めて民間へ公開していくこと

が、一つの方策になり得ると思料する 

以上 
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以下は参考資料（1/3） 
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参考資料（2/3） 
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参考資料（3/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


